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  条   例   

条 例 第  ２９  号   

令和 ８ 年 ６ 月２９日   

 

地方自治法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を公

布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   地方自治法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

 （熊本市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例等の一部

改正） 

第１条 次に掲げる条例の規定中「第２４３条の２の８第８項」を「第２４３条の２

の９第８項」に改める。 

 (1) 熊本市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和

４１年条例第４９号）第５条 

 (2) 熊本市交通事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第５１号）第５条 

 (3) 熊本市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第５４号）第６条 

 （熊本市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正） 

第２条 熊本市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和３年条例第３号）

の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２４３条の２の７第１項」を「第２４３条の２の８第１項」に、「第

２４３条の２の８第３項」を「第２４３条の２の９第３項」に改める。 

  第２条中「第１７３条の４第１項第１号」を「第１７３条の５第１項第１号」に

改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和８年９月２４日から施行する。 
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条 例 第  ３０  号   

令和 ８ 年 ６ 月２９日   

 

熊本市附属機関設置条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 

熊本市附属機関設置条例（平成１９年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表１の表に次のように加える。 

９８ 

新庁舎整備事業検証委

員会 

新庁舎整備事業に関する費用の妥当性、本市の

財政への影響等について検証を行い、必要な事

項を審議する。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ３１  号   

令和 ８ 年 ６ 月２９日   

 

熊本市税条例等の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （熊本市税条例の一部改正） 

第１条 熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）の一部を次のように改正する。 

第２５条の２第３項中「以下本項及び次項並びに」を「次項及び」に改め、「。）」

の次に「（同号ロに掲げるものを除く。以下この項において同じ。）」を加える。 

第２７条の５の２第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項

又は第４項」に改める。 

第２８条の２第１項ただし書中「及び第２８条の３の３第１項」を「並びに第  

２８条の３の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

第２８条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号におい

て同じ。）（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中「次

条第４項」を「次条第５項」に改める。 

第２８条の３の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。） は、公

的年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に

経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」とい

う。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）から毎年最初に公的年金等

の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次項各号に掲

げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、 市長に提出

しなければならない。 

(1) 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者 
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(2) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。）の支払を受ける第１８条第１項第１号に掲げる者であっ

て、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下である

ものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が９５万円以下

であるものに限る。）をいう。次号及び次項第３号において同じ。）（退職手

当等（第３５条の２に規定する退職手当等に限る。以下この号において同じ。）

に係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除

対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特

定親族（退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円

以下であるものに限る。）を有する者 

(3) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を

受けるものに限る。）の支払を受ける第１８条第１項第１号に掲げる者（当該

年中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等

の支払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９の７の３に定め

る金額に満たない者を除く。）であって、障害者、寡婦若しくはひとり親に該

当する者又は特定配偶者若しくは扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象

扶養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額が８５万円以下であるも

のに限る。）を有する者 

第２８条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項と

し、同条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１

項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 公的年金等支払者の名称 

(2) 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障害

者又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並び

に寡婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 

(3) 特定配偶者の氏名 

(4) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(5) その他施行規則で定める事項 
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第４１条の３中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては２０

万円」を削り、「１５０万円」を「１８０万円」に改める。 

附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に、「同条第１項」を「同項」

に改める。 

附則第７条の３の前の見出し及び同条を削る。 

附則第７条の３の２に見出しとして「（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控

除）」を付し、同条第 1項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「居住年が

平成１１年から平成１８年まで又は」を「同法第４１条第１項に規定する居住年が」

に、「令和７年」を「令和１２年」に、「において、法附則第５条の４の２第５項」

を「には、法附則第５条の４第５項」に改め、同条第２項中「附則第７条の３の２

第１項」を「附則第７条の３第１項」に改め、同条を附則第７条の３とする。 

附則第７条の４中「又は附則第１８条の４第１項」を「、附則第１８条の２の３

第１項又は附則第１８条の４第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５

条の６第３項又は第４項」に改める。 

附則第８条第１項中「令和９年度」を「令和１２年度」に改め、同条第２項中   

「、附則第７条の３の２第１項」を削る。 

附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３項

又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

附則第１０条の２中第１８項を第２０項とし、第１７項を第１９項とし、同条第

１６項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５条第３６項」に改め、同項を同

条第１８項とし、同条第１５項中「附則第１５条第３２項」を「附則第１５条第   

３１項」に改め、同項を同条第１７項とし、同条第１４項中「附則第１５条第２８

項」を「附則第１５条第２７項」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１１項

から第１３項までを削り、同条第１０項中「附則第１５条第２５項第３号ハ」を「附

則第１５条第２４項第４号」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第９項中「附

則第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１５条第２４項第３号ロ」に、「４分の

３」を「３分の２」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第８項中「附則第１５

条第２５項第３号イ」を「附則第１５条第２４項第３号イ」に、「４分の３」を「３

分の２」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第７項中「附則第１５条第２５項

第２号」を「附則第１５条第２４項第２号」に、「７分の６」を「５分の３」に改
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め、同項を同条第１２項とし、同条第６項中「附則第１５条第２５項第１号ニ」を

「附則第１５条第２４項第１号ニ」に、「３分の２」を「２分の１」に改め、同項

を同条第１１項とし、同条第５項中「附則第１５条第２５項第１号ハ」を「附則第

１５条第２４項第１号ハ」に、「３分の２」を「２分の１」に改め、同項を同条第

１０項とし、同条第４項中「附則第１５条第２５項第１号ロ」を「附則第１５条第

２４項第１号ロ」に、「３分の２」を「２分の１」に改め、同項を同条第９項とし、

同条第３項中「附則第１５条第２５項第１号イ」を「附則第１５条第２４項第１号

イ」に、「３分の２」を「２分の１」に改め、同項を同条第８項とし、同条第２項

の次に次の５項を加える。 

３ 法附則第１５条第２１項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分

の２とする。 

４ 法附則第１５条第２１項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分

の１とする。 

５ 法附則第１５条第２１項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分

の１とする。 

６ 法附則第１５条第２２項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分

の２とする。 

７ 法附則第１５条第２２項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分

の１とする。 

附則第１０条の３第７項中「附則第１２条第１６項」を「附則第１２条第１７項」

に改め、同条第８項中「附則第１２条第１９項」を「附則第１２条第２０項」に改

め、同条第９項第４号中「附則第１２条第２３項」を「附則第１２条第２４項」に

改め、同項第６号中「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２５項」に改め、

同条第１０項第５号及び同条第１２項第５号中「附則第１２条第３１項」を「附則

第１２条第３２項」に改め、同条第１５項中「附則第１２条第１９項」を「附則第

１２条第２０項」に改める。 

附則第１０条の４を削る。 

附則第１６条の３第３項第２号、第１６条の４第３項第２号及び第１７条第３項

第２号中「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「及び附則

第７条の３第１項」に改める。 
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附則第１７条の２第１項中「令和８年度」を「令和１１年度」に改め、同条第２

項中「令和８年度」を「令和１１年度」に、「附則第３４条の２第５項」を「附則

第３４条の２第６項」に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第

１２項」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納

税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号までに掲

げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等が

その譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条

第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭

和４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区

域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）

第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平成 

１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、当該

土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は確

定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 

附則第１８条第５項第２号及び第１８条の２第２項第２号中「、附則第７条の３

第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「及び附則第７条の３第１項」に改める。  

附則第１８条の２の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１８条の２の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第 

３８条の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、

当該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第２５条の２第１項及び第２項

並びに第２７条の２の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業

所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令附則第１８条の６の４で

定めるところにより計算した金額（以下この項において「特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額

（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適

用される第２７条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）

の１００分の４に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 
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(1) 第２７条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第１８条の２の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所

得等の金額」とする。 

(2) 第２７条の５から第２７条の６まで、第２７条の６の２第１項、附則第７

条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用については、第２７条の５中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１８条の２の３第１項の規

定による市民税の所得割の額」と、第２７条の５の２第１項前段、第２７条の

６、第２７条の６の２第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１８条の２の３第１項の

規定による市民税の所得割の額」と、第２７条の５の２第１項後段中「所得割

の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１８条の２の３第１項の規定による

市民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3) 第２７条の７の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は附則第１８条の２の３第１項に規定する特

定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるの

は「、山林所得金額若しくは附則第１８条の２の３第１項に規定する特定暗号

資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(4) 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあ

るのは「山林所得金額並びに附則第１８条の２の３第１項に規定する特定暗号

資産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第１８条の２の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

附則第１８条の４第２項第２号中「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３

の２第１項」を「及び附則第７条の３第１項」に改める。 

附則第１８条の４の２第２項第２号及び第５項第２号並びに第１８条の４の３

第２項第２号及び第５項第２号中「、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項」

を「及び第７条の３第１項」に改める。  

附則第２１条中「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２０項、第

２４項、第２７項、第３１項から第３３項まで、第３６項、第３７項、第４１項若

しくは第４４項」を「第８項、第１２項から第１６項まで、第１８項、第１９項、
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第２３項、第２６項、第３０項から第３２項まで、第３５項、第３６項、第４０項

若しくは第４３項」に改める。 

（熊本市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 熊本市税条例の一部を改正する条例（平成２６年条例第３９号）の一部を次

のように改正する。 

 附則第６条中「の種別割」を削る。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中熊本市税条例第２８条の２第１項ただし書、第２８条の３の２及び第

２８条の３の３の改正規定並びに附則第６条の改正規定（「から令和９年度まで」

を「以後」に改める部分に限る。）及び附則第７条の３の２第１項の改正規定（「令

和２０年度」を「令和２５年度」に改める部分及び「令和７年」を「令和１２年」

に改める部分に限る。）並びに次条第１項及び第２項の規定 令和９年１月１日 

(2) 第１条中熊本市税条例第４１条の３の改正規定及び附則第３条第２項の規定 

 令和９年４月１日 

(3) 第１条中熊本市税条例第２７条の５の２第２項の改正規定並びに附則第７条

の４の改正規定（「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４

項」に改める部分に限る。）、附則第９条の２の改正規定及び附則第１７条の２

の改正規定（同条第１項及び第２項中「令和８年度」を「令和１１年度」に改め

る部分を除く。）並びに次条第４項の規定 令和１０年１月１日 

(4) 第１条中熊本市税条例附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除

く。）及び附則第１８条の２の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項

及び第５項の規定 地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）附

則第１条第１７号に掲げる規定の施行の日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の熊本市税条例（以下「新条例」という。）第２８条

の３の３第１項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支
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払を受けるべき公的年金等について提出する新条例第２８条の３の３第１項の規定

による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出

したこの条例による改正前の熊本市税条例第２８条の３の３第１項の規定による申

告書については、なお従前の例による。 

２ 前条第１号に掲げる規定による改正後の熊本市税条例附則第７条の３第１項及び

第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８年１月１日以後に所得税法

等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下この項において「所得税法

等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第１６項の規定により同

条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する特例居住用家

屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する

既存住宅とみなされる同条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第３５項の規

定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐

震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同

条第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７項に規定する特例

増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限

る。）又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第１８項の規定により同条第６

項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１８項に規定する特例認定住宅等を含

む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について

適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定に

よる改正前の租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項

の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定す

る特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第３５項の規定により同条第

１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含

む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同条

第１０項に規定する認定住宅等（同条第２１項の規定により同条第１０項に規定す

る認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同

条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従

前の例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の熊本市税条例附則第７条の４の規定は、
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同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「４号施行日」とい

う。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、４号施

行日の属する年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１７条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第

３号に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第１７条の２第１項の土地等の

譲渡について適用する。 

５ 新条例附則第１８条の２の３の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度以後の

年度分の個人の市民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和７年度分までの固定資

産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第４１条の３の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適

用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前の地方

税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第２５項

に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 

４ 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１５条の１１

第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実演芸術公

演施設に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、新条例の規定は、令和８年度以後の年度分の都市

計画税について適用し、令和７年度分までの都市計画税については、なお従前の例

による。 

２ 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１５条の１１

第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実演芸術公

演施設に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 
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条 例 第  ３２  号   

令和 ８ 年 ６ 月２９日   

 

熊本市老人福祉センター条例及び熊本市在宅福祉センター条例の一部を改正する条

例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市老人福祉センター条例及び熊本市在宅福祉センター条例の一部を改正す

る条例 

 

 （熊本市老人福祉センター条例の一部改正） 

第１条 熊本市老人福祉センター条例（昭和４８年条例第３８号）の一部を次のよう

に改正する。 

  附則第１項に見出しとして「（施行期日）」を付する。 

  附則第２項に見出しとして「（熊本市老人福祉センター条例及び熊本市東部地区

老人福祉センター条例の廃止）」を付し、附則に次の見出し及び２項を加える。 

  （指定管理者の指定の手続の特例） 

３ 第１１条第２項の規定にかかわらず、熊本市老人福祉センター条例及び熊本市

在宅福祉センター条例の一部を改正する条例（令和８年条例第３２号）の施行の

日から令和９年３月３１日までの間において、センター（熊本市西里老人福祉セ

ンターを除く。）の指定管理者を指定する場合は、市長が別に定める基準に該当

するものを選定し、議会の承認を経て指定するものとする。 

４ 前項の規定による指定の期間は、１年を超えることができない。 

（熊本市在宅福祉センター条例の一部改正） 

第２条 熊本市在宅福祉センター条例（平成４年条例第５５号）の一部を次のように

改正する。 

  附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次

の見出し及び２項を加える。 

  （指定管理者の指定の手続の特例） 
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２ 第１２条第２項の規定にかかわらず、熊本市老人福祉センター条例及び熊本市

在宅福祉センター条例の一部を改正する条例（令和８年条例第３２号）の施行の

日から令和９年３月３１日までの間において、熊本市東部在宅福祉センターの指

定管理者を指定する場合は、市長が別に定める基準に該当するものを選定し、議

会の承認を経て指定するものとする。 

３ 前項の規定による指定の期間は、１年を超えることができない。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ３３  号   

令和 ８ 年 ６ 月２９日   

 

熊本市介護保険条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

熊本市介護保険条例（平成１２年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１３条第２項各号列記以外の部分に次のただし書を加える。 

  ただし、市長が、その者が同項各号のいずれかの場合に該当することが明らかで

あり、かつ、保険料を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ３４  号   

令和 ８ 年 ６ 月２９日   

 

熊本市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め 

る条例の一部を改正する条例 

 

熊本市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

  

第３条中「から第６条まで」を削り、「第３７条、第４２条及び」を「第４２条第

２項から第７項まで及び第１１項並びに」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の場合において、府令第４２条第１項ただし書及び第９項ただし書中「離島」

とあるのは、「山間のへき地」と読み替えるものとする。 

 第４条中「（以下「特定地域型保育事業所」という。）」を削る。 

第５条及び第６条を削る。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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  規   則   

規 則 第  ３７  号   

令和 ８ 年 ６ 月２２日   

 

 熊本市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則 

 

熊本市消防団員等公務災害補償条例施行規則（昭和６２年規則第４１号）の一部を

次のように改正する。 

 

 別表第４中「１７７，９５０円」を「１８６，０５０円」に、「８５，４９０円」

を「９０，７９０円」に、「８８，９８０円」を「９２，９８０円」に、          

「４２，７００円」を「４５，４００円」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の熊本市消防団員等公務災害補償条例施行規則（以下「新

規則」という。）別表第４常時介護を要する状態の部１の項及び随時介護を要する

状態の部１の項の規定は、令和７年８月１日以後の期間に係る介護補償の額につい

て適用し、同日前の期間に係る介護補償の額については、なお従前の例による。 

３ 新規則別表第４常時介護を要する状態の部２の項及び随時介護を要する状態の部

２の項の規定は、令和８年４月１日以後の期間に係る介護補償の額について適用し、

同日前の期間に係る介護補償の額については、なお従前の例による。 
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規 則 第  ３８  号   

令和 ８ 年 ６ 月２２日   

 

 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改

正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

 

 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和４４

年規則第２０号）の一部を次のように改正する。 

 

第６条の４中「３１５，０００円」を「３３０，０００円」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関す

る条例施行規則（以下「新規則」という。）第６条の４の規定は、令和８年４月１

日（以下「適用日」という。）以後に支給すべき事由が生じた葬祭補償について適

用し、適用日前に支給すべき事由が生じた葬祭補償については、なお従前の例によ

る。 

３ 適用日以後に支給すべき事由が生じた葬祭補償であって、この規則による改正前

の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（以下「旧

規則」という。）第６条の４の規定による金額により支給されたもの又は旧規則附

則第２項の規定による金額により支給されたもの（その額が６６０，０００円未満
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であるものに限る。）の支払は、新規則第６条の４の規定による金額により支給さ

れるべき葬祭補償の内払とみなす。 
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規 則 第  ３９  号   

令和 ８ 年 ６ 月２９日   

 

 熊本市介護保険法等の施行に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市介護保険法等の施行に関する規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市介護保険法等の施行に関する規則（平成１２年規則第４０号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第１５条に次の１項を加える。 

５ 前各項の規定にかかわらず、保険料の減免を受けようとする者が条例第１３条第

２項ただし書の規定により減免に係る申請書を提出しない場合における当該減免の

適用期間は、市長が別に定める。 

 第１６条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による保険料の減免に係る通知は、当該減免を受けようとする者が条

例第１３条第２項ただし書の規定により減免に係る申請書を提出しない場合には、

省略することができる。 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  ４０  号   

令和 ８ 年 ７ 月１０日   

 

 地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則を公布

する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則 

    

 （熊本市母子生活支援施設及び助産施設の入所等に関する規則の一部改正） 

第１条 熊本市母子生活支援施設及び助産施設の入所等に関する規則（昭和４９年規

則第２８号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１備考第１項中「、第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項」を「及

び第５条の４第５項」に改め、同表備考第３項第２号中「民法」の次に「（明治２９

年法律第８９号）」を加え、同表備考第４項第１号ただし書中「真に」を「、真に」

に改める。 

 （熊本市児童福祉法に基づく療育の給付に関する規則等の一部改正） 

第２条 次に掲げる規則の規定中「、第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項」

を「及び第５条の４第５項」に改める。 

 (1) 熊本市児童福祉法に基づく療育の給付に関する規則（平成８年規則第６号）別

表備考第１０項 

(2) 熊本市児童措置費負担金徴収規則（平成２２年規則第７５号）別表第１備考第

２項 

 (3) 熊本市母子保健法に基づく養育医療の給付に関する規則（令和４年規則第１６

号）別表備考第１項 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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  訓   令   

訓 令 第  ７  号   

令和 ８ 年 ７ 月 ２ 日   

 

 熊本市公印に関する訓令の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市公印に関する訓令の一部を改正する訓令 

 

 熊本市公印に関する訓令（昭和３０年訓令第４号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表(2)専用公印の表中 

「       「 

印影印刷

専用市長

印（個人

番号カー

ド用） 

  
を 

印影印刷

専用市長

印（個人

番号カー

ド、特定

在留カー

ド及び特

定特別永

住者証明

書用） 

に、 

       」             」 
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「 

個人番号

カード専

用市長印 

 楷書 縦 4横 10 19 個人番号カ

ードの記載

事項の変更

内容の証 

戸籍住民課長

(1) 

各区役所区民

課長(各 2) 

各区役所の出

張所の長 (各

1) 

                                     」 

                  を 

「 

個人番号

カード、

特定在留

カード及

び特定特

別永住者

証明書専

用市長印 

 楷書 縦 4横 10 19 個人番号カ

ードの記載

事項並びに

特定在留カ

ード及び特

定特別永住

者証明書の

記 載 事 項

（個人番号

カードとし

ての機能に

係るものに

限る。）の

変更内容の

証 

戸籍住民課長

(1) 

各区役所区民

課長(各 2) 

各区役所の出

張所の長 (各

1) 

                                     」 

に改め、同表在留カード及び特別永住者証明書専用区長印の項中 
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「               「 

在留カード

及び特別永

住者証明書

の記載事項

の変更内容

の証  

を 

在留カード

及び特別永

住者証明書

の記載事項

（特定在留

カード及び

特定特別永

住者証明書

に あ っ て

は、個人番

号カードと

しての機能

に係るもの

を除く。）

の変更内容

の証 

に改める。 

              」              」 

 

附 則 

この訓令は、令達の日から施行する。 
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  告   示   

告 示 第 ４ ４ １ 号   

令 和 ８ 年 ７ 月 ３ 日   

 

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という。）第６条第１項及

び第１１条第１項の規定に基づき、特定有害物質によって汚染されている区域を指定

するので、法第６条第２項及び第１１条第３項の規定により、次のとおり告示する。 

 

熊本市長 大西 一史   

 

１ 法第６条第１項の規定に基づく、特定有害物質によって汚染されており、当該汚

染による人の健康に係る被害を防止するため当該汚染の除去、当該汚染の拡散の防

止その他の措置を講ずることが必要な区域（以下「要措置区域」という。） 

（１）要措置区域に指定する区域の土地の所在地 

熊本市中央区大江本町３番１７の一部 

※詳細は別図１のとおり 

 

（２）当該区域において基準に適合していない特定有害物質の種類 

土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号。以下「施行規則」と

いう。）第３１条第１項の基準（以下「土壌溶出量基準」という。）に適合し

ていない特定有害物質の種類 

「水銀及びその化合物」及び「鉛及びその化合物」 

 

（３）当該区域において講ずべき指示措置 

「地下水の水質の測定」 

 

２ 法第１１条第１項の規定に基づく、特定有害物質によって汚染されており、土地

の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区域（以下「形質変

更時要届出区域」という。） 

（１）形質変更時要届出区域に指定する区域の土地の所在地 
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   熊本市中央区大江本町３番１７の一部 

    ※詳細は別図２及び３のとおり 

 

（２）当該区域において土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

「鉛及びその化合物」及び「ふっ素及びその化合物」 

 

（３）その他 

   この告示により指定する形質変更時要届出区域の一部は、施行規則第５８条第

５項第１０号（自然由来特例区域）に該当する。 
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【別図１】 

特定有害物質によって汚染されている区域として指定する土地 

所在地（地番）：熊本市中央区大江本町 3 番 17 の一部 

 

要措置区域 

■：水銀及びその化合物（溶出量）、鉛及びその化合物（溶出量） 面積：100m2 
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【別図２】 

特定有害物質によって汚染されている区域として指定する土地 

所在地（地番）：熊本市中央区大江本町 3 番 17 の一部 

 

形質変更時要届出区域 

■:鉛及びその化合物（溶出量） 面積：38.1m2 
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【別図３】 

特定有害物質によって汚染されている区域として指定する土地 

所在地（地番）：熊本市中央区大江本町 3 番 17 の一部 

 

形質変更時要届出区域（自然由来特例区域） 

■:鉛及びその化合物（溶出量） 面積：400m2 

■:ふっ素及びその化合物（溶出量） 面積：1,638.1m2 

■:鉛及びその化合物（溶出量）、ふっ素及びその化合物（溶出量） 面積：100m2 
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  議 会 局   

議 会 規 則 第 １ 号 

令和８年６月２９日 

 

 熊本市議会会議規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

 熊本市議会議長 田中 誠一 

 

熊本市議会会議規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市議会会議規則(平成 25 年議会規則第 1号)の一部を次のように改正する。 

 

別表に次のように加える。 

議員定数等の

あり方検討会 

議員定数及び各選挙区選出

議員数のあり方に関し協議

又は調整を行うため 

議長が選任する

議員 

会長（会長が選任され

るまでの間は、議長） 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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  消 防 局   

東消防署告示第１号 

              令和８年７月１５日 

 

 熊本市火災予防条例（昭和３７年条例第１１号）第４２条の３第１項の規定により、

次の催しを指定催しとして指定したので、同条第３項の規定により告示する。 

 

             熊本市東消防署長 上村 和裕 

 

催しの名称 

  

再春館製薬所 ＴＫＵ 江津湖花火大会２０２６ 

 

催しの開催場所 

 

 下江津湖周辺 

 

催しの開催期間 

 

令和８年８月２９日（土） 

令和８年８月３０日（日）（順延日） 

 

 

 

 

 


